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　　一般質問に立ちました！
　【質問要旨】

　◎ 避難所における感染症対策について
Q ①新型コロナウイルス感染症を踏まえて、避難所開設・運営マニュアル等を改訂し、

避難所運営関係者に周知を図る考えは。②避難所開設・運営訓練を実施し、検証結果

をマニュアルに反映していく予定は。

A ①３密の防止等、新たに追加した感染症防止対策については、開設に従事する職員、

　　運営に協力いただく各自治会に説明したが、マニュアルについては早急に改訂し、

各関係機関に周知を図る。②マニュアルの改訂を含め、訓練についても考えていく。

　◎ マイナンバーカードを活用したマイナポイント事業について
Q 国において消費活性化策の1つとして、マイナンバーカードを活用した「マイナポイント

事業」が本年９月から実施される。本年７月から始まる申し込みには、事前の準備として

マイナンバーカードの取得、マイナポイントの予約となるマイキーIDの設定が必要となる。

国は市区町村にマイキーIDの設定とマイナポイント申し込みの支援を要請しているが、

本市の支援体制は。

A マイキーIDの設定及びマイナポイント申し込み支援の専用の場所を設けるとともに

設定を支援する職員も配置し、支援体制を構築していく。

　◎ 学校教育のICT化について
Q 新型コロナウイルス感染症により臨時休校が長期化し、子どもたちの学習の機会が失わ

れたことで、ICTの活用により学びの保障をすることが緊急の課題として浮き彫りとな

った。急速な学校のICT化を円滑に進めるためには、専門的な知識を持ったGIGA

スクールサポーターやICT支援員等による支援が必要と考えるが、人材確保の取り組みは。

A 学校現場の状況を理解し、ICT環境整備等の知見を有する方や日常的に教員のICT活用

を支援できる方が必要不可欠であり、予算の確保と併せて、人材確保にも努める。

　◎ コロナ禍における市の独自支援について
Q 国の１人１０万円の特別定額給付金は、基準日令和２年４月２７日において住民基本台

帳に記録されている方が対象であり、４月２８日以降の新生児は対象となっていない。

コロナ禍で出産を迎え、経済的にも大変な中での子育てを応援するため、４月２８日

以降に生まれた赤ちゃんを対象に、市独自の支援を実施する考えは。

A 子育て世代包括支援センターBcomeなどを中心に、専門スタッフがきめ細かに対応

し、コロナ禍においても支援に努める。現時点では経済的支援は考えていないが、

現状を把握して検討する。

亀岡市議会

暮らしに、希望と活力を！

未来に、安全・安心を！

緊急事態宣言が全面解除されて小康状態であった新規感染者数は、東京都を中心に
再び増加しており、本市においても新規感染者が発生している状況です。依然とし
て感染の脅威が我々の生活に潜み、予断を許さない状況にあります。今後は「新し
い生活様式」に基づく行動を様々な場面で定着させることが求められています。ど
こまでも「つながり・支えあい」を大切に、この難局を共に乗り越えてまいりたい
と思います。またコロナ禍において、７月には九州・熊本などを中心に河川の氾濫
や土砂災害、浸水害等により甚大な被害が発生しました。お亡くなりになられた
方々に心よりお悔やみ申し上げますとともに被災された皆様にお見舞い申し上げま
す。これからも暮らしの安全・安心を守るため、市民の皆さまからのお声を受け止
め、しっかり働いてまいります。

－ ごあいさつ   －  
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皆様からのご意見・ご要望等ございましたら、お気軽にご連絡ください
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山本 由美子

公益財団法人亀岡市環境

事業公社主催の「亀岡市

ポイ捨て等禁止条例」（令

和２年８月１日より施行）を

周知ＰＲする街頭啓発活

動を３月に行いました。 

 

【注意喚起 看板設置】 

千代川町小川の踏切には、

車両通行止めの標識はある

が、自転車やバイクに乗っ

たまま通行される方が多く、

接触することもあり危険。

「標識とともに誰もがわかる

看板設置をしてほしい」との

お声を聴き、市へ要望。本

年４月に設置されました。 

【福祉なんでも相談窓口開設】 

多様で複雑化する住民の悩み

に、一元的に応じる包括的な

支援体制として、「福祉なんで

も相談窓口」が令和２年４月１

日より開設されました。 

（令和元年１２月議会で要望） 

【連帯保証人不要に】 

身寄りのない単身高齢者の増加

を踏まえ、市営住宅の入居の条

件としていた連帯保証人を不要

とし、緊急連絡先の届出に、今

年度より緩和されました。  

（令和元年６月議会で要望）  

議員活動より 


